
アメリカにおける

インフレーション会計論の最近の動向

山　田 勲

1インフレーション会計の問題点

　1970年代初頭以後著しい物価変動が世界各国において起こり世界の主要国で

物価変動時において会計測定はいかにあるべきかについて論じられている。欧

米では各種の公的機関からそれについて勧告が発表され，また研究者による研

究発表もたくさん行われている。さらに国際的規模でこの物価変動に関する会

計上の取り扱いを研究しその成果が最近公表された。

　物価が変動している日本においても世界の動きと同様，外国の各種の勧告や

研究者の研究成果を紹介しそれをもとにあるべき会計測定を論じている。

　アメリカにおいてこれまでのインフレーション会計の考え方について内容的

にも手続き的にも同じでない。それらについてざっと一瞥すれば次のようであ
t1）

る。

　まずウィックソン（Wixon，　R．）その他によれば歴史的原価から離脱するため

の修正が一般物価水準の変動を反映すべきか，それともカレント・リプレース

メント・コスト（Current　Replacement　Cost）を反映すべきかについて見解の

…致が見られない，

　グスタフソン（Gustafson、　G．　A．）によれぱ現在注目されていることは工場設備

自体の個別的変動というよりもむしろ貨幣の価値（すなわち購買力の側面）て

ある。
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　マウツ（Mautz，　R．　K）によれば一連の批判は一般物価水準変動のための取引

価格データの修正には満足しなくて会計はできる限リカレント（Current）な経

済価値に近い基準で資産を測定する評価方法を用いるべきであると主張する。

　ビィアマン・ジュニア（Bierman　Jr．，　H．）によれば資産はどのように記録され

るべきかについて三つの基本的な見解がある。歴史的原価，物価水準変動によ

り修正した歴史的原価およびバリュー・アカウンティング（Value　Accountin9）

である。

　ファブリキャン（Fabricant，　S．）によればリプレースメント・コスト会計がイ

ンフレーションの影響に対して完全に純利益額を修正しえない程度をわれわれ

は見積ることができる。

　ローゼン（Rosen，　L，　R．）によれぱ物価水準修正が分別のある選択であるとい

う唯一の状態はあまりにも急なインフレーションという理山で必要とされるリ

プレースメント・コストまたはリセール・プライス（Resale　Price）の金額と物

価水準修正コストとの聞に密接な関係が得られなかった場合であろう。

　このようにインフレーション会計について一．’般物価水準修正とカレント・バ

リュー会計を含む財務会計の基本的な問題について各論者によってその主張に

は内容的にも手続き的にも差異がある。

　最近このような混乱に対してアメリカではインフレーション会計の概念整理
　　　　　　　　　　　　　　　　〔2）
のための主張がやつぎぼやにでてきた。

　そこでスターリングの論文を手がかりにインフレーション会計の考え方につ

いて取りあげる。まずインフレーション会計の従来の通説，それにt寸する批判

および新しい解決策の順にもとついてインフレーション会計のアメリカの最近

の動向について明らかにしてみる。

注［’1！Wixon，　R，　Kell，　W．　G．，穴Bedford，　N．　M．，　editorial　consultants，　Aecoztnt．

　　ant’s　Handbook（New　York：The　Ronald　Press　Company，1970），Section］8，

　　P，z8．

　　　Gustafson，　G．　A．，’‘Status　of　Accounting　Research　Study　Nos．　l　and　3，，’
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The 　∫Ot｛rnαl 　o∫　Accoz£η1αηcy，　Mar．1970，　p．58．

　　　Mautz，　R．　K．，‘“Basic　Concepts　of　Accounting．”Chapter　l　in　Sidney　Da－

　vidson，　Editor－ill－Chief，　Handboofe（ゾルfode〃2、4ccot‘nting　（New　York：

　McGraw－Hill　Book　Company，　Inc．，1970）．　p．7．

　　　Bierman　Jr．，　H．，“Discounted　Cash　Flows，　Price　Level　Adjustments　alld

　Expectations，”　The．4ccoitnting　Reviezv，　Oct．1971，　p．693．

　　　Fabricant，　S．，‘‘lnflation　and　Current　Accounting　Practice：An　Econo－

　mist’s　View，”The∫oεtrnal〔ヅノ1660励ταノ2τy，　Dec．1971，　p．44．

　　　Rosen．　L，　S．，α‘rre7ztレど膓2‘θAccownting　and　Pγice・Levei　Restate〃lents

　（Toronto：The　Canadian　Institute　of　Chartered　Accountants，1972），　p．8。

②　Schwayder，　K、‘‘Expected　and　Unexpected　Price　Level　Change，，，　The

　．4ccounting　Reviet〃，　Apr．1971，　pp．306－319．

　　　Rosenfield，　P．，“The　Confusion　Between　General－Level　Restatement　and

　Current　Value　Accounting，”The／ot‘γηα1（プノlccountanc．v，　Oct．1972，　pp．63－68．

　　　Sterling，　R．　R．，“Relevant　Financial　Reporting　in　an　Age　of　Price　Chan－

　ges，”　The／oz‘〃ial　O∫AccountancN，　Feb．1975，　pp．42－51．

　　　Chambers，　R，　J．，“NOD，　COG　and　PuPu：See　how　Inflation　teases！”7’he

　∫ottrnat　（がAccountαnc－v，　Sep．1975，　pp．56－62．

　　　Iliri，　Yuji，“The　Price－Level　Restatement　and　Its　Dua日nterpretation，”

　The　Accottnting　Review，　Apr．1976，　pp．227－243．

IIインフレーション会計の従来の通説

　　アメリカにおいて物価変動時における財務報告はいかにあるべきかという議

論は，1970年代．初頭以来からの二桁のインフレーションによりさかんに取りあ

げられてきた。

　　　FASB，　Financial　Reporting　in　Units　of　General　Purchasing　Power

　　（Financial　Accounting　Standards　Board，　Dec．1974）．

　　　Burton，　J．　C．，‘‘Financial　Reporting　in　an　Age　of　Inflation，”The

　／burnal　of　ACCOZtntα”cy，　Feb．1975．

　　　Ijiri，　Yuji，“The　Price－Level　Restatement　and　Its　Dual　Interpre一
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　tation，”Tlze　Accoitnti3！g　Re・viezv，　Apr．1975．

　　Sterling，　R．　R．，‘‘Relevant　Financial　Reporting　in　all　Age　of　Price

　Changes，”　The　Jo　itγ　J！al　of　Accountanciv，　Feb，1975．

　　Rosenfield，　P．，‘‘GPP　Acc卯nting－relevance　and　interpretability，”

The∫ouγnαl　of／lCCOt’7？ta，ZCY，　Aug．1975、

　　Staubus，　G．　J．，“Effects　of　Price－Level　Restatement　on　Earnings，”

　The　Accountiiig　Reviezv，　July　1976．

　これらの提案はインフレーション会計の概念の混乱を露呈した。それはイン

フレーション時に会計測定はどうあるべぎかという問題に対する提案として購

買力会計と現在価値会計という二つのまったく異なる主張に見られる。

　インフレーション会計といえば従来一般物価水準修正を行う会計が考えられ
　　（1）

ていた。会計帳簿上の歴史的原価その他のヒストリカルな会計数値を一般物価

水準の変動に応じて修正し，その修正数値をもって財務諸表を1乍成伝達すると

いう会計として把握し，そしてこの財務諸表を補足表として伝達するというや

り方が考えられた。ヒストリカルな会計数値を換算する時の換算率は，一．般物

価指数から算定した変動率を用いる。この一一般物価指数は一経済圏において特

定の財貨およびサービスの価格の変動を示すための指数である個別物価指数と

は異なり，すべての財貨およびサービスの平均的価格変動を示すための指標と

考えられる数値を意味する。たとえば一般物価指数が期首の120から期末の150

になったとすると変動率は1．25である。期首の会計数値はそれを1．25倍する

ことによって期末の数値に修正される。また期中に逐次発生している費用や収

益の数値は，平均的変動率である1．125の換算率を用いて期末の数値に修正さ

れる。

　このような修正を行うことによってすべての財務諸表数値が決算期末の貨幣

の一般的な購買力単位で表示されることになる。この貨幣の一般購買力単位は

…般物価指数と逆であるが，これは一経済圏において貨幣をもってすべての

（あるいは広範囲の）財貨およびサービスを購入すると仮定した場合に示され
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーション会計論の最近の動向（山田）

る貨幣の持つ平均的な力の変動を示すための指標と考えられる数値を意味す

る。たとえば一般物価指数が120の時に持っていた1，000円の貨幣は，一一般物価

指数がISOIこなった時は800円の価値しかない。貨幣の購買力指数は100から80

に低下したことになる。したがって1，000円の会計数値は購買力単位で示せば

1，250円ということになる。このような物価の変化ないしは購買力の変化を考

慮に人れて行う会計方式を従来インフレーション会計といってきた。

　インフレーション会計のこの主流的見解は1950年代初頭にアメリカの指導的

地位にあるアメリカ会計学会（American　Accounting　Association）が当時の急

速な物価水準の上昇を背景としてそれまで原価主義堅持の態度を改めて，むし

ろ一般物価指数による会計数値の修疋を積極的に主張したことが契機となっ

た。

　アメリカにおけるインフレーション会計論の主流的見解が財務会計制度の存

続を支える新しい理論的基盤とともに，企業の財務報告に対する実践的指針と

しての意義をも担っていると主張されるようになったのは，1951年5月1日付

でアメリカ会計学会によって公表された補足的意見書第二号「物価水準の変動
　　　　（2）
と財務諸表」に求めることができる。そこで強調された一般物価指数による会

計数値の網羅的修正の手法は1936年出版されたH．W．スウィーニーの「安定

会計論」における方法的展開を承継したと解することができるが，補足的意見

書第二号は権威ある網羅的修正と未修正ドル原価を示す財務諸表の本質と相互

に照合可能な修正後補足財務諸表の利用とを明確な形でしかも財務会計制度に

おける実践的指針として提案された。

　そこで与えられた基本的枠組みに従ってアメリカにおけるインフレーション

会計論の主流的見解はその後さらに次の点で研究された。それは修正尺度とし

ての一般物価指数の総合性ならびに客観性の確保，会計数値修正方法の精緻化

あるいは修正後財務諸表の表示方法の改善などの課題をめぐって行われた。

　このような主流的見解はアメリカ公認会計士協会（American　lnstitute　of

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
Certified　Public　Accountants）の会計研究叢書第六号が指摘するように，財務
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諸表を単一の一般物価指数によって修正して経営成績と財政状態とに関する補

足資料を作成すること以外は，一般に認められた会計原則に変更をもたらさな

かった。

注11｝津曲直躬稿・修r［1原fl「ii　k義の1‘rl脚基盤一実務会計，　Vol．2，　No．7、昭和41年7

　　月号，45頁．

　2）American　Accounting　Association，“Price　Level　Changes　and　Financial

　　Statements，”Supple”tentar．v　Statement，　No．2，1951，

　（3）　Accotmting　Research　SZ汝1y　No．6，“Reporting　the　Financial　Effects　of

　　Price－Level　Changes，”AICPA，1963，　p．38．

IIIインフレーション会計の新しい考え方

　1970年代初頭からの二桁のインフレーションに由：面してインフレーション会

計の伝統的見解とは異なる新しい見解が現われた。アメリカの証券取引委員会

（Securities　and　Exchange　Commission）が1975年8月21日付でRegulation

S－X，Rule　3・－16の改正提案をし，1976年3月23日付の会計連続通牒（Account－

ing　Series　Reiease）第190｝まによってRule　3－16の改正が行われた。その改正

の内容はインフレーション時に個別物価水準の変化に伴う会計数値の修正のこ

と，すなわち脚注方式で棚卸資産，固定資産，売上原価および減価償却費とい

うものについてリプレースメント・コスト情報を測定伝達することである。証

券取引委員会は脚注方式であるが，インフレーション時にはこのような数値が

財務諸表の読者にとって有用で不可欠のものであると考える。証券取引委員会

の改正提案のための根拠をその改正提案の前文で指摘している。

　1　一般的なインフレーシ。ンが長い歴史的な経験度合をはるかに超える率

で進行していること。

　2　一般的なインフレーションは個々の会社に対する個別価格の変動のイン
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーシ。ン会計論の最近の動向（山田）

パクトを反映するものでないこと。

　3　個別価格の変動のインパクトは一経済圏におけるすべての価格変動を包

含する平均的一般的インフレーションによって示される物価水準の変動のイン

パクトよりも著しく大であったり小であったりすること。

　証券取引委員会の改正提案の根拠はそのChief　Accountantであるバート

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユラ
ン（Burton，　J．　C．）によって詳細に論じられている。

　バートンはインフレーション時における財務報告のあるべき姿を提案した。

それにはまず財務諸表は何のために作成伝達されるのかを調べることが重要で

あるとして，Troublood　Reportをよりどころとしてその基本的目的を企業の

収益力の予測，比較および評価するために利用者に情報を提供することである
　　　　くわ
と規定した。企業の収益力は現金創造能力で現行の企業会計の費用収益対応モ

デルがそのように体系化されているけれども，そのモデルは経済的利益ないし

は企業の価値を測定しない。会計データは企業の価値を算定しようとする人び

と　　特に証券分析家に情報を提供すべきである。しかし客観性を重視する領

域においては会計目的は簿価を適正平均価値に等しくさせることではない。そ

れは将来の見積りの要素が混入してしまうからである。この目的に照らして財

務諸表に対するインフレーシ。ンのインパクトは何を意味するか。いいかえれ

ば歴史的原価にもとつく財務諸表はどのような目的に役だつのかという疑問を

投げかけ，それには企業に対するインフレーションのインパクトを明らかにす

る必要がある。このインフレーションのインパクトは企業間さらには企業の資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ごヨラ
産間で等しく反映されない。その例を次のように示している。

　その説明の例として収益面について物価の上昇に対して企業には企業の経済

状態を維持するために，すぐに販売価格を引き上げることができる企業および

即応できない企業とか政府の規制を受け販売価格を上げられない企業もある。

前者は収益の数値が増加することでインフレーションの影響を反映するが後者

は反映しない。

　コストの面においてそれが歴史的貨幣単位で測定されている時にはカレント

t’
．
．
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な収益と対応させることは，カレントな活動レベルでの平均的な長期純キャッ

シュ・フロー（Long－time　Net　Cash　Flows）のtぐれた近似値を示さない。こ

のことからインフレーション時には現在の市場の状態にだいたいもとついてい

る収益と対応されるコストは意味のある結果の測定値を計算することであるな

らば，同じように現在の市場状態にもとつかなければならない。そのようなア

ブm　一一チのもとでコストは販売または使用資産のリプレースメント・カレン

ト・コストで測定し，それにより平均的な長期純キャッシュ・フローすなわち

企業の収益力を示すことtcなる。

　このようにインフレーシ。ン時には貨幣単位による対応プロセスでは企業の

収益力を測定しないから何んらかの修正が必要であるとして，次の点からリブ

　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
レースメント・コストを提案している。

　1　一般物価水準修正による財務諸表は手続ぎ上メカニカルなプロセスのみ

であるので容易に作成できるが，・…般物価水準による財務諸表によって達成さ

れる重要な効果があるかどうかは疑問である。

　2　一般物価水準修正システム（購買力単位にもとついて表示した歴史的原

価の測定システム）によって取得されるデータは財務諸表の利用者をミスリー

ドする。

　3　一般物価水準修正システムは平均的な長期純キャッシュ・フローのすぐ

れた測定値を計算しない。いいかえれば企業の利益が適切に表現されない。そ

の理由はインフレーションのインパクトの程度が経済の各部門で異なるので，

歴史的購買力会計とカレント・キャッシュ・アウトプット（Current　Cash　Out．

put）との関係の密接性はうすい。たとえば原油価格が三倍に騰貴したとする。

その原価が棚卸資産に帰属する限り販売価格はその原価にもとついて修正され

る。後入先出法以外の棚卸資産評価方法を用いていれぱ・収益とコストとの対

応プロセスにより算定される利益はインフレーション規模が大であることから

長期純キャッシュ・フローを算定できない。このことは投資家をミスリードす

ることになる。
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーション会計論の最近の動向（川田）

　4　－一’般物価水準修正システムを採用する場合のコストが高い。そのコスト

にはデータのメカニカルな集計コスト，コンピュータのプログラム・コスト，

物価指数の継続的な記録に必要なコスト，監査のための印刷コスト，一般物価

水準修正会計データの醐のための教育・ストおよび機会原価で認。

これまでバートンの主張を詳細に取りあげたが，これはかれが従来のインフレ

ー ション会計の概念とは異なるインフレーション会計を主張しているためやや

細部にわたりかれの主張の内容を明らかにした。それによればインフレーショ

ン時には一般物価水準の変動に応じて会計数値の修正を行う一般購買力会計か

ら提供される財務諸表は，その利用者にとって非常にミスリーディングである

ということである。それは一般購買力会計の数値によっては平均的な長期純キ

ャッシュ・フローないしは利益を適切に算定しない。たとえば歴史的原価会計

において当期に収益が100円，費用が50円，その結果の利益は50円とする。当

期の一般物価指数が10％アップしたとすれば当期費用は55円と計算され利益は

45円となる。リプレースメント・コスト会計を適用すれぱ売上原価，販売費お

よび一般管理費などの費用が70円とか80円になりうる。それはある企業の原材

料が一般物価水準の上昇より著しく騰貴したため，また労務費が一般物価水準

よりも高くなったとかのために起こる。このようなインフレーション会計とし

てリプレースメント・コスト会計を考える主張は従来のインフレーション会計

とは異なる。

　この概念の混乱はインフレーシ。ン時において会計測定さらには財務報告が

どうあるべきかという基本的発想からインフレーション問題を取りあげたこと

から生じたものといえる。このような概念の混乱に対して考察し概念整理に挑

戦した学者がいる。スターリング，ローゼンフィールド，チェンバース，井尻
　　　　　　　　くの
およびシュウェーダ。次章ではスターリングの研究をもとにインフレーション

時におけるカレントな財務報告はどうあるべきかについて考察しよう。かれは

その問題に対して情報利用者の意思決定にとって有用である情報提供を一つの

基準としてアプローチしている。これはインフレーション会計の概念を一つの
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基準のもとに整理することに対して有益な示唆を与えてくれるものと思う。

注（1）Burtol1，　C．，　op．　cit．，　PP・68－71・

② 　正式の名称はRePoγt　o∫the　Sttedy　Gγo砂on　the　Objectives　of　Financiat

　　Statements，　AICPA，　Oct．1973，　p．24．訳書，川口順一訳一財務諸表の目的二同

　　文館，昭和51年，28頁。

　（3）　Burton，　C．，　op．　cit．，　P・69・

　（4）　Ibid．，　P．70．

　（5）リプレースメント・コスト会計と一般物価水準修正システムと代替的な立場にあ

　　るものと考えていることから，リプレースメント・コスト会計を断念して一般物価

　　水準修tEシステムを採用したことによってリプレースメント・コスト会計によって

　　得られる利益を放棄することになる。これを機会原価とバートンは考えている

　（6）　　1一言主（2），

IV　スターリングのインフレーション会計

　　1　スターリング説の意義

　スターリングはレリバンス（Relevance）と解釈可能性（lnterpretability）とい

う二つの基準にもとついてインフレーシ。ン時におけるあるべき財務報告を提

案している。かれの主張を結論からいえぱ次のようである。現行の財務諸表情

報は一般物価水準の変動による修正をしてもしなくてもレリバントでなく解釈

可能でない。また個別物価変動のために修正した現行の財務諸表情報は解釈可

能であるがレリバントでない。したがってレリバントで解釈可能な財務諸表情

報は現行の財務諸表情報を個別物価の変動のための修正と一般購買力の単位で

修正した情報であるとスターリングは結論づけた。この章ではスターリングの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
論文「物価変動時におけるレリバントな財務報告」にもとついてかれの主張の

内容を詳しく分析する。

　かれの提案は前章の従来の説と新しい動向（インフレーション会計として個

別物価の変動による修正を考える会計思考）と異なり両説の内容を加味したイ
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーシ言ン会計論の最近の動向（山田）

ンフレーシ。ン会計を指向している。何故にこのような提案が主張されたか，

またどのように他の説よりも優位性を持つかを明らかにする。かれの主張は二

つのケース（完全交換ケースと不完全交換ケース）に分けてインフレーション

会計問題をとりあげている。

　　2　完全交換ケースの場合

　スターリングは単純化した事例を用いてインフレーション会計問題を検討し

ている。単純な事例を用いたことは複雑な事例よりも問題の内容を容易に理解

できるし解くこともできるからである。しかしその事例によりその会計問題が

解けたとしても，その解によって実際の複雑な問題が解けるという保証はない

が大きな指針となることは確かである。

　まず「測定」概念を取りあげその本質的属性を明らかにしている。物体を測

定する場合には物体のどの属性を測定するかを決定しなければならない。たと

えば物体の属性として長さ，重さ，硬さ，色合い，密度というものがあるがこ

れらのうちどの属性を知りたいかを定めてはじめて物体の測定が可能となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
会計測定も同じで測定する属性を定めなければならない。属性の決定は属性が

正しいか間違いかではなく，ある目的にとってレリバントであるかどうか，さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
らに解釈可能であるかどうかにもとついて行われなければならない。まずレリ

バンス基準にもとついて属性を決定する。属性が利用者の決定モデルにインプ

ット要素または計算要素として定式化されるならば，その属性はレリバントで

あるということができる。つぎに属性が容易に解釈可能であるかどうかにもと

ついて決定される。それには属性が経験的に解釈可能であるかどうかが重要で

ある。経験的に解釈するには属性を条件命題で表現することである。それによ

って属性の意味およびその用法が具体的経験的に理解できる。たとえばスター

　　　　　　　　　　　　　　　　　r4）
uングは次の例によりそれを説明している。「area」の属性は平面の幅と長さ

の積であると定義することができるがそれは属性の定義をくり返すことだけで

あり経験的に解釈できない。この属性を条件命題に挿入すると，もし何がしか
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の大きさのタイルをそのスペース（Space）一面においたならばそのスペースは

Xタイル必要とするだろうとなりその属性の内容と用法が経験的に解釈でき

る。

　スターリングは会計測定の属性としてNOD（Number　of　Dollars）属性とCOG

（Command　over　Goods）属性をあげこの二つの属性をレリバンス基準と解釈可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
能基準の二つの基準にもとついて検討している。これらの属性を説明するにま

ず単純な唯一の所有資産を現金とする完全交換ケース（Complete　Exchange

Case）を引用する。この完全交換ケースとは次のような背景のものとして把え

ている。たとえば証券取引業者を例にとれば，それはその唯…の活動を有価証

券の購入と販売としてその場合の取引（手数）料をゼロとしすべての交換には

現金で行われるものとする。このケースにおいて会計報告される唯一の資産は

現金である。さらに証券取引業者が消費するのはパンだけであるとする。その

結果生産財は有価証券だけ消費財はパンのみである。したがって消費者物価指

数は二時点間のパンの価格の比率である。

　今証券取引業者が1月1日に現金1，000ドルを持って営業を開始し＠10ドル

で株式を100株購入し2月1日に株式の価格が＠15ドルに騰貴した機会にすべ

て販売した。またパンの価格も＠0．50ドルから0．60ドルに騰貴した。ゆえに消

費者物価指数1．2となる（0．60／0．50）。

　この資料にもとついて次のような財務諸表を作成することができる。これは

NOD属性を測定したものである。

：第一表〕
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現　　金

資本金
留保利益

　貸借対照表
1／1　　　　　　　　　　2／1

1，000　　　　　　　　1，500

1，000　　　　1，000

　　0　　　　　　500

1，000　　　　　　　1，500

　　　　　　－12・一

　　損益計算占・

　　　1／1～1／31

Jl〈　　　　i；E　　　　　1，500

費　　用　　　1，000

争t　禾口　t［卍　　　　　　　　　500



　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーシ言ン会計論の最近の動向（山田）

　ここで測定された属性はNODである。貸借対照表は1月1日と2月1日の

二時点におけるNODのストックを報告し損益計算書は1月1日～1月31日間

のNODの増加を報告する。この財務諸表はNODを正確に測定しているが

COG属性を測定しない。したがって意思決定の目的がNODを測定すること

であればこの財務諸表は目的を達成しているが，NODを測定することでなく

COGを測定することであるならばこの財務諸表ではその目的を達成すること

ができない。何が測定されるべきかはスターリングによればレリバンス基準に

もとつかなければならない。原理的には測定する属性としては貨幣そのもの

（NOD）は望ましいものでなく財貨を支配する貨幣の能力（COG）が望ましい。

たとえば米ドル，カナダドル，香港ドル，オーストラリァドルを考えれぱそれ

らのドルのストックとその増加の測定はレリバントとはいえない。それらの貨

幣を支配する貨幣能力を持たないから誰でもそれらに関心を持つといえない。

すなわちそれらは決定モデルによって定式化できない。決定モデルに定式化で

きるのはCOG属性の測定値である。したがってCOG属性がレリバンス基準

に適合する。このことからCOG属性をレリバントな属性であるとする。この

前提はスターリングが意思決定に有用な会計を指向することから当然の帰結と
　　r6）
いえる。

　COG属性は市場で支配できる財貨の数量の尺度である。その財貨は物質的

対象であるのでCOGは物量的尺度である。　COGの測定は貨幣単位に物価指

数を乗ずることにより計算できるが，物価水準修正をすることは貨幣単位を物

量単位で解釈できるようにするためである。たとえば第一表の例の財務諸表を

物価指数で修正すれば次頁第二表の財務諸表を作成することができる。

　その結果その数値は物量単位の尺度で解釈できる。2月1日現在消費財であ

るパンの単価は0．60ドルであるから第二表の財務諸表の数値を0．60で割ればパ

ンの個数（Loaf）という物量単位で財務諸表を解釈することができる。

　第三表の財務諸表は次のことを意味している。2月1日に証券取引業者の

資産（現金）全部を使ってパンを買ったならば2，　500個買えただろう。それ故に
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：第二表．

　　　　　　　貸借対照表

　　　　　　1／1　　　　　2／1

現　　　　金　　　　　1，200　　　　　　　1，500

　　　　（1，000×1．2）

資本金

留保利益

ミ第三表；

現　金

資本金
留保利益

　　1，200

（1，000×1．2）

．＿　．9，－

　　1，　200

貸借対照表

1／1

2，000

2，000

　　　0

2，000

2／1

2，500

2，000

　500

2，500

1，200

　300

1，500

　　損益計算書

　　　　1／1～1／31

‖叉　　　　《正　　　　　1，500

費　　用　　　1，200

　　　　（1，000×1．2）

粂巨　禾i］　左6　　　　　　　　300
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COGの増加（利益）は500個である。このように物価指数修正は貨幣尺度を

物量的尺度に変える。その修正数値は購入できるであろう物量的単位の数とし

て解釈できる。しかし物量指数はすべての財貨の価格の平均値として計算され

ることから物価水準修正後の数値を解釈することが非常に難かしいが，消費財

が一つの場合と解釈の仕方は同じである。

　要するにスターリングの完全交換ケースにおけるインフレーション時におけ

る財務報告は次のようにまとめることができる。

ド　　

1　　完全交換ケ＿ス

　会　　歴　史　的　京
　　　言十　　　＿＿一一一＿一一　一・　　　＿一＿

　方
1法
［
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田f

一般物価水準修正歴史的原価

レリバンス基準

一 14一

no

yes

解釈tl∫能性基準

　　　　no

　　　－．一　■

　　yes…



　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーシ。’ン会計論の最近の動向（山田）

　財務報告ないしは会計測定はどうあるべきかの問題を対象となる企業そのも

のを考察し解決しようとするのでなく，利用者の意思決定目的という対外的要

因に対してレリバントで対外者（利用者）によって具体的経験的に解釈できる

かどうかという立場（情報論的立場）からアプローチしているところにスター

リング説の特徴があるということができる。

　　3　不完全交換ケースの場合

　次にスターリングは完全交換ケースよりも複雑な不完全交換ケースにおいて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
インフレーション時におけるレリバントな財務報告を検討している。不完全交

換ケースを会計する方法として異なる四つのものがあるとしてそれぞれレリバ

ンスおよび解釈可能性の二つの基準にもとついて分析しインフレーション時に

おけるレリバントな財務報告ないしは会計測定方法としてどれが二つの基準に

適合するかを検討している。

　1　歴史的原価。

　2　物価水準修正歴史的原価。

　3　カレント・バリュー（Current　Value）。

　4　物価水準修正カレント・バリュー。

　四つの会計方法を検討するため不完全交換ケースを単純化して次のように定

める。1月1日に証券取引業者は1，　000ドルを持って＠10ドルで有価証券70株

を買った。その他の取引はないものとする。その有価証券は2月1日に＠15ドル

に騰貴した。またパンの単価は0．50ドルから0．60ドルに増加した。それ故に消

費者物価指数は1．2になる。以下この設例を1～4の会計方法の分析に用いる。

　1（歴史的原価）にもとつく財務諸表は次頁第一一表のようになる。

　この財務諸表を見てスターリングは前述の二つの基準（レリバンスと解釈r－II
　　　　　　　　　　　　　もめ
能性）に適合しないとしている。レリバンス基準に対してその財務諸表の数値

に関連する決定モデルを見出しえなかった。また解釈可能性揮手に対しても条

件命題の形式で表現できなかった。なぜならばCOG尺度で物量単位によ1）財
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務諸表の数値を表示することができないからである。

（第一表べ

　現　金
　　有価証券

　資本金
　　留保利益

　　貸借対照表

1／1　　　　　　　　　2／1

300　　　　　　300

700　　　　　　700

1，000　　　　　1，000

1，000　　　　　1，000

　　0　　　　　　0

1，000　　　　］，000

収

費

純利益

損益計算：ば

1／1～1／31

益

用
O
o
一
〇

2（物価水準修正歴史的原価）にもとつく財務諸表は次のようになる。

　第二表、

現　金

有fiHi証券

資本金

留保利益

貸借対照表

　　　1　t1

　　360
（300×1．2）

　　840
（700×1．2）

　　1，200

　　ユ，200

（1，000×1．2）

　　　0

　　1，200

2／1

300

840

1，ユ40

1，200

（60）

1，140

　　　　　　　損益計算書

　　　　　　　1／1～1！31

　　　　　収　益　　0
　　　　　費　用　　0

　　　　　　　　　　　0
現金保有によるCOGロス　（60）

　　　　　純損失　60

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じか
　この会計方法は多くの研究者や研究団体によって提案されており次のような

手続きにより歴史的原価にもとつく財務諸表を修正することにより行われる。

　イ　1月1日の現金残高に物価指数を乗じその数値と2月1日の現金残高と

　　の差額をロスとして計上する。

　ロ　1月1日の有価証券原価に物価指数を乗じその数値を2月1日の貸借対

　　照表にくり越す。
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーション会計論の最近の動向（山田）

　この修正財務諸表は次のような条件命題で具体的に解釈できる。

　もし証券取引業者が2月1日に現金を使ってパンを買ったならば500個買え

ただろう（300／0．60）。1月1日から1月31日間の現金保有から生ずるロスは

60ドルである（360－300）。それはパン100個に相当する（60／0．60）。したがっ

て現金数値については解釈可能であるしレリバントなCOG属性で測定できる。

しかし2月1日の有価証券について問題があるとして次の二つの問題点を指摘
　　　（10）

している。

　その一つは2月1日の有価証券の数値について条件命題で表現することがで

きないことである。その数値はCOGによってもNODによっても解釈できな

い。その理由はNOD，　COGの属性を正確に測定できないことである。もし有

価証券が2月1日に販売されたならば受取（または要求）NODは840ドルでは

なかっただろう。またもし有価証券が2月1日に販売されその現金手取高でパ

ンを買ったならば買えるパンの個数（COG）は1，400個ではなかっただろう

（840／0．60）。このように現金数値は正確にCOGを測定するが有価証券数値は

正確にCOGで測定できない。したがって資産合計額はNODでもCOGでも

ないことになり解釈することが困難である。

　もう一つの問題点は有価証券数値さらには資産合計額に関する決定モデルを

定式化できないということである。

　要するに物価水準修正歴史的原価にもとつく財務諸表はインフレーシ。ン時

におけるあるべき会計測定のための二つの基準に十分に適合しえない。現金数

値は解釈可能でありレリバントなCOG属性で測定できるが，有価証券さらに

は資産合計額は解釈できなくそれに関する決定モデルに定式化できない。

　3（カレント・バリュー）にもとつく財務諸表は次頁第三表のようである。

　これらの数値はNODの測定値として次のように解釈でぎる。

　もし有価証券が2月1目に販売されたならば1，　050ドルノ＼金しただろう。し

たがってもし証券取引業者が資産全部を2月1日に現金に換えたならば1，350

ドルという貨幣金額を得ただろう。また個々の資産合計金額はCOG属性の測
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第三表、

現　　金

有価証券

資本金
留保利益

貸借対照表

1／1

　300

　700

1，000

］，000

　　　0

1，000

2／1

　300

1，050

1，350

ユ，000

　350

1，　350

　　　　　　　　　　損益計算書

　　　　　　　　　　1／1～1／31

　　　　　　　　　収　　益　　0

　　　　　　　　　費　　用　　0

　　　　　　　　　　　　　　　　0

有価証券価格増加によるゲイン　350

　　　　　　　　　争｛1　禾lj　益　　　　350

定値としても解釈できる。もし証券取引業者が2月1日に資産すべてを使って

パンを買ったならば2，　250f固買えただろう（1，350／0．60）。

　損益計算書の純利益は各株式に対する価格増加（5ドル）によるNODの増

加を意味する。それの金額はまだ有価証券が販売されていないためいまだ未実

現である。純利益350ドルについてNODの増加を示すがCOG属性を反映しな

い。なぜならば1月1日のCOGはパン2，000個（1，000／0．50）で2月1日のそ

れは2，250個（1，350．！0．60）でその増加分は250個である。NODの増加分であ

る350ドル（純利益）は1月1日のパンの＠0．50ドルで割った場合700個となる

し，2月1日のパンの＠0．60ドルで割った場合には583Y3個となる。いずれの

場合にもCOGの250個の場合を示さないことになりカレント・バリューにも

とつく損益計算書はCOG増加分を測定しないといえる。

　要するにカレント・バリューにもとつく財務諸表は二つの基準（レリバンス

と解釈可能性）に十分適合しない。資産数値はレリバントな属性であるCOG

の測定値として解釈できるが，純利益はCOGの測定値として解釈できない。

それはただNODの測定値としてしか解釈できない。したがってカレント・バ

リューにもとつく損益計算書数値はレリバンス基準に適合しない。

　最後の4（物価水準修正カレント・バリュー）にもとつく財務諸表は次のよ

うである。

　168　　　　　　　　　　　　　　－18一



／ 第四表．

現

有価証券

アメリカにおけるインフし一シ三ン会計論の最近の動向（［II田）

貸　f昔　対lE（｛　－2（

　　　1／1

金　　　　360

　　（300×1．2）

　　　　840

　　（700×1．2）

資本金

留保利益

　　1，200

　　1，200

（1，　000×1．2）

　　－0

　　1，200

2／1

300

1，　050

1，350

1，200

　150

1，350

ji（

費

損益言十算書

1／1～1／31

有価証券保有利得

現金保有損失

7妃　　　　川　　　　・，亡

　0

　0

　0
210

（60）

150

　これはカレント・バリューにもとつく財務諸表数値に消費者物価指数1．2を

乗ずることによって作成された。各資産数値およびその合計額さらに損益数値

はすべて次のように解釈できる。

　もし証券取引業者が1月1日に資産すべてを使ってパンを買ったならば2，000

個買えただろう。またもし2月1日に資産すべてを使ってパンを買ったならぱ

2，250個買えただろう。したがって純利益の150ドルは250個のCOGの増加分と

して測定でき，有価証券の保有からの350個（210／0．60）の利得と現金保有か

らの100個（60／0．60）の損失の差し引き純額として解釈できる。

　　第五表〕

貸借対照表

　　　　　1／1

現　　金　　　600

有fi「li証券　　　　1，400

　　　　　2，000

資本金　　2，　000

留保利益　　　　0

　　　　　2，000

2／1

　500

1，　750

2，250

2，000

　250

2，250

収

費

損益計算書

1／1～1／31

益

用

有価証券保有利得

現金保有損失

純　　利　　益

一 19一

　　　　0

．．＿一．－P－．

　　　　0

　　　350
（210／0．60）

　（100）
（（60）／0．60）

　　　250
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　この表から理解できるようにCOG属性の測定値として解釈できる資産の増

加の比率は第四表では150ドル／1，200ドル＝1．25でCOGの測定値としては250

f固〆2，000個＝1．25となりまったく同じである。したがってレリバントな属性で

あるCOGにもとついて財務諸表の数値が解釈できることから物価水準修正カ

レント・バリューの会計方法は両基準（レリバンスと解釈可能性）に適合する。

　これまで不完全交換ケースにおいてレリバントな財務報告はインフレーショ

ン時においてどうあるべきかについて検討してきた。その場合考えられうる四

つの会計方法のうちどれがインフレーシ。ン時における意思決定目的にとって

有用であるかという観点からとりあげ，それらの会計方法がその判断基準であ

るレリバンスと解釈可能性の二つの基準に適合するかどうかを検討した。それ

によれば次のような結果に要約できる。

　　　　　　　　　　半ij　　l相〒　　基　　三∬三

会計方法

一　歴　　　史　　　的　　　原　　　fiHi

二物価水準修IF．歴史的原価

三　カ　レ　ン　ト・バ　リ　ュ　ー

四　物価水準修市カレント・バリュー

レ1）バンス

nO

no

no

yes

解釈可能性

　　・　二11、

　　no

　　no

　　　yes

　　yes

　このような概略的な論証の結果スターリングは四の物価水準修正にょるカレ

ント・バリューにもとつく財務諸表がインフレーション時における適切な財務

報告であるとして結論づけている。その手続きとしては現行の財務諸表をカレ

ント・バリューで修正し前期の財務諸表を一般物価指数で修正する。重要な点

は両修正手続きが必要であってどちらかがどちらかの代替物ではないというこ

とである。

注（1）Sterling，　R．，　op．　cit．

　（2）　　1bid．，　p．43．

　（3）Ibid．，　p．43．スターリングの測定概念は定義にレリパンスと解釈可能性の二つの
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アメリカにおけるイン’フレーシ，、　lx会計論の最近の動向（川」1）

　基準を属性の選択基輩として明示した点が従来の測定概含と［f；1，．．tる

（4）　Sterling，　R．．　op．　cit．，　P．44．

（5）　Ibid．，　pp．44－5ユ．

⑥　Sterling，　R．，‘’Decision　Oriented　Financial　Accounting，”Accottnting　and

　Bttsiness　Reseaγch，　Summer　1973．

（7）Sterling，　R．，“Relevant　Financial　Reporting　in　an　Age　of　Price　Changes，”

　The／ou．rnal　oアAccoctntanc．v，　Feb．1975，　pp．47－50，

［81，　Ibid．，　p．48．

〔91主なものをあげておく。

Mason，　P、、　Pγice・Level　Changes　and　Finαncia｛Statements，1956．

　　Accoztnting　Reseaγch　StttdN　No．6，　Reporting　the　Financial　Effects　of

　Price　Level　Changes（New　York：AICPA，1963）．

llOl　Sterling，　R．，　op．　cit．，　P．49．

111｝1bid．、　p．51．歴史的原価の会計方法は解釈不TiJ能であるとしているが，　この点

　についてローゼンフィールドは解釈可能であると批判している（Rosenfield，　P．．

　”GPP　Accounting－Relevance　and　Interpretability，，，　The／ottrnal　oゾAc－

　countancY，　Aug．1975，　pp．55－56．），たとえば1976年12月31Uの貸借対照表の原価

　100ドルの棚卸資産の項目は1976年12月31日に保有されているということと過去の

　不特定の日にそれを得るために100ドルの犠牲がなされたということを示してい

　る．したがってそれは解釈できるというcしかしローゼンフィールドの「解釈可能

　性」概念は意思決定との関連でとりあげていないことからスターリングのそれより

　も広い。レリバンスとともに有用性概念を構成する一解釈可能性こという観点から

　はそれは解釈不可能である。

Vまとめと批判

　スターリングの主張は以上のごとくであるがかれの主張は従来のインフレー

ション会計の考え方と最近の考え方を折衷する案として位置づけることができ

る。スターリングの主張は「測定」概念を明確にしそれをよりどころとしてイ

ンフレーシ。ン時においてはいかに会計測定ないしは財務報告はあるべきかを

取りあげた。どのようにしてかれの主張がでてきたか。この質問を解くことに

ょりスターリングの主張の真意を理解することができると思う。スターリング
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はFASB，　Troublood　Reportの財務諸表の目的を重視することからインフ

レーシ。ン会計問題にアプローチしている。すなわち財務諸表情報はその利用

者にとって有用でなければならない。スターリングはこの有用性概念の内包を

検討してその本質的属性をレリバンスと解釈可能件であるとする。このような

前提のもとでインフレーシfン時における会計測定のあるべき姿を模索して結

局前章のC“とく物価水準修正カレント・バリ＝一の会計方法が二つの基準に適

合するものと結論づけた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　このようなスターリングの主張に対してチェンバースが批判している。かれ

の批判をよりどころとしてスターリング説の特徴を明らかにする。

　1　実際の複雑なケースにスターリングの単純なケースの結論をそのまま応

用できるという保証はない。この点についてはスターリングも問題にしてお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
り，単純化の効用についてはグッドマン（Goodman，　N．）を引用して説明してい

るがその実際的応用についてはまだ行われていない。

　2　完全交換ケースにおいて取引手数料はゼロとするということは販売価格

と購入価格には差異がなくそのため誰も取引をしないことになる。

　3　COGを測定する場合証券取引業者の資産を購入したまたは購フ＼できる

価格でなく資産を売却でぎる価格で示している。この売却価格で示すことによ

って購入できるパンの個数と関連させて物量単位で貸借対照表と損益計算書を

作成することができる。　しかし一リセール・プライス（Resale　Price）一「を用い

ずに「プライス（Price）」だけで用いたことにより一カレント・バリュ　一一！が購

人価格または取替価格を意味するという誤解を招く恐れがある。

　4　NODの名称について伝統的会計をNODの会計と呼ぷがそれは時々の

貨幣の数量すなわち異なる購買力の貨幣を取り扱うことからNOOD（Number

of　Odds　Dollars）と呼ぶべきである。またCOGの名称についてもスターリン

グがもっぱらパンについて言及していることからCOGを特定の財に限定して

理解するのでなく一般財に対する支配に関連づけて理解すべきである。したが

ってCOGG（Command　over　General　Goods）と称した方が的確である。
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　　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーション会計論の最近の動向（山田）

　5　物価水準修正カレント・バリューについてその表示方法の叙述に疑問を

投げかけている。スターリングが不完全交換ケースで証券取引業者の例を引用

してその会計方法を説明しているが，株式のカレント・バリューはいつの日で

もその口の価格であり逆算で物価水準修正して計算するものではない。2月1

LIのカレント・バリューは2月1日の価格であり1月1日の価格は2月1日の

カレント・バリューとはいえない。それにもかかわらずスターリングは逆算で

物価水準修1Eして2月1日の価格であるとする。それを物価水準修正カレント

・バリューというのは誤称でありミスリードする。かれの主張する物価水準修

iEカレント・バリューにもとつく財務諸表では当期の貸借対照表はカレント・

バリューで資産を表示し前期の貸借対照表を一般物価水準により修正するもの

と提案している。1月1日の貸借対照表は1月1日に公表されその現在の実際

の数1直が記録される。2月1日には1月1口のものを修正した数値と2月1日

の実際の数値が公表されることになり2月1日のレポートに2月1日に対する

：つの異なる数値（カレント・バリュー）があることになりミスリードとな

る。したがってカレント・バリューで一貫してアカウントすることを示すため

に同種類の数値で2月1［1の貸借対照表に一比較数値」として記録すべきで

ある。

　このようにチェンバースは批判しているがその予盾を除くための提案を次の
　　　　　　く3）
ようにしている。

　それは二二つの1月1日欄でドルがそれぞれ別個のものを示すように1月1日

のドルをJドルと，2月1日のドルをFドルと区別して用いることである。た

とえば1月1日に700ドル，2月1日に800ドルを持っていたといえば貨幣の数

冠と種類を示すことができる。この場合1月1日～2月1日の間に一般物価水

準が20％上昇した場合｝こ1月1日に2月1日の840ドルを持っていたようなも

のはない。このように前章の第四表の貸借対照表において1月1日に2月1日

の貨幣で1，000ドルの価値のある資産合計額を持っていなかった。1月1日に

持っていたのは1月1日の貨幣で1，000ドルであった。貸借対照表の1月1日
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の修正欄は1月ユ日に2月1日のドルがないので事実に反しており潜在的に矛

盾している。

　したがってチェンバースの提案によれば1月1口に1月1日のドルて1，000

ドルの価値の資産を持っていた。2月1日に2月1日のドルで1，　35｛〕ドルのfilli

f直の資産を持っていた。1月1口のドルは2月1日のドルと内容的に同じでな

いため1月ユロのドルは2月1日のドルから控除でぎない。しかし1月1LIの

1ドルは2月1日のドルで1．2ドルのCOG価値（一般物価指数1「’1～2flの間に

20％上昇）を持っていたといえるため1月1日のドルで1，000ドルと2月1口

のドルで1，200ドルは等しい（1，000Jドル＝・1，200Fドル）ということがてき

る。したがって留保利益の数1直は2月1日のドルによる150ドル（1．350Fドル

ー 1，200Fドル）。

　一方損益計算書は1月1日のドルで1，000ドルが2月1口のドルてL350ドル

にどうしてなったかを説明しなければならないことから1月1日の貨幣泌（N

OD）1，000ドルから2月1日のCOG価値に等しいNOD　1，200ドルにまでiii∫が

上昇させたかを明らかにする必要がある。スターリングはこの説脚）叙述がな

い。この点についてインフレーション期間中保有するドル（現金てあれその他

の状態であれ）のCOG価値にロス（1月1日の1，000ドルに対して20％の物価

水準の上昇により2月1日では800ドルの価値に相当することから200ドルの

COG価値のロス）が生ずる。減少したCOG価値に相当する正味」1産の購買

力を回復させる効果を持つところの1月中の貨幣増加額に対する負担！∫としで

チェンバースは「資本維持修正一の要素を導人する。1月の貨幣はCOGで低

下しており，一方有価証券の価格は上昇している。現金のCOGの低ドを．資

本維持修正額として有価証券の価格の増加額から控除することによって純利

益は150ドル（スターリングの計算したものと同じ）になる。したがってチニ

ンバースの提案の損益計算書は次頁の表のようになる。

　このようにチェンバースはスターリングのインフレーシeン会計を批判しそ

れに対する修正提案をしている。それらをまとめればスターリングのインフレ
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　　　　　　　　アメリカにおけるインフレーシ。ン会計論の最近の動向（川田）

　　　　　　　　　　　　　損益川一算書

　　　　　　　　　　　　　　　1／1～1／31

　　　　　　　　　営業活動からの増加　　　　　　　0

　　　　　　　　　物価変動修ll三　　　　350

　　　　　　　　　資本維持修iE　　　　（200）
　　　　　　　　　　　純　　　　　　刊j　　　　　　盆左　　　　　　　　　　　150

一 ション会計は次のような限界を持っているものと要約することができる。

　1　交換に1月1日のドルしか使用されていない1月に資産を2月1L［のド

ルで表示するため資産について事実に反する情報を作成することになってしま

う。

　2　損益計益書を通して，貨幣のCOG価値が変ったとぎ，1月の貸借対照

表の数値がどうして2月1日の貸借対照表になったかを十分説明しない。損益

計算書の数値は1月1日の持分に対するインフレーション影響（200ドル）と

有価証券の価格の変動（350ドル）を示す必要がある。

　3　個々の資産についてインフレーションを考慮するが財貨や有価証券は需

要，供給および期待などの影響によってかなり変動するので，有価証券の上昇

（1月のドルで700ドルから2月のドルで1，　050ドル）による350ドルのうち140

ドル（700i：0．2）が20％の率でのインフレーションによる影響であるとはいえ

ない。

　このようにチェンバースはスターリングのインフレーション会計の結論であ

る純利益の数値と同じになるが，スターリングのインフレーシgン会計の考え

方は一一貫性がなくその合理性がないと批判している。しかしスターリングの主

張の本質をつく批判（4）は測定基準の首尾一貫性をあまりにも強調するあま

り，主張するレリバントな測定1ミ度であるCOG属性を見落した繕果てあると

いわざるをえない。これはチェンバースの主張するCOCOA（Continuously　Con－

temporary　Accounting）へ他の誰をも導こうとすることの現われである，チニ

ンバースのような批判がでてくるのはスターリングの測定概念があまりにも抽

象的であるためである。このような関係を明確に解くためローゼンフィールド
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はスターリングの測定概念よりも具体的な概念を導人しインフレーション会計

　　　　　　　　　　　　　　（4）
の概念整理の問題にアプローチした。ローゼンフィールドは測定概念を属性で

規定しないで二標準的資産．と一関係．という概念を導入し測定対象とそれの

外部に存在するある「標準的資産二との間の何んらかの「関係」を数量的に表

現しようという具体的な測定概念を規定している。

　しかしこのような測定概念があいまいであるために種々の批判が出てぎたが

スターリングのインフレーシ。ン時における会計測定ないしは財務報告の主張

の真意を見落してはならない。スターリングが会計の意思決定への役だちを重

視することからインフレーション時における会計測定ないしは財務報告は，利

用者の意思決定に対する有用性からアブn一チされなければならないというこ

とである。この有用性概念の内包をレリバンスと解釈可能性として規定してい

る。このスターリングのレリバンス概念と解釈可能性概念は両者相まってはじ

めて有用性概念が成立するのであって片方のみでは不十分である。ローゼンフ

ィールドのインフレーション会計の概念整理のための主張はスターリングの主

張の理解にとって参照するに価する。しかしスターリングおよびローゼンフィ

ー ルドの主張には仮説が多く今後実証的研究が要求される。

注（1）Chambers，　R．　J．，　op．　cit．，　PP．56－59．

　（2）Goodman，　N．，　Fact，　Fiction，　and　Forecast（New　York：Bobbs－Merrill，

　　　1965），p．　xii．

　（3）Chambers，　R．　J．，　oク．　cit．，　P．61．

　（4）　Rosenfield，　P．，　oヵ．　cit．，　p．65．
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